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├地方創生」は国土・環境をどこへ導くか
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　はじめに

　地方創生政策が登場してから，およそ 1年が経

過した．人口減少問題がにわかに政府の重要政策

課題として浮上した契機は，増田寛也・元総務相

らの「消滅可能性都市」リストからである1)．そ

の後，地方創生関係の法律制定や政策推進の体制

づくりが，異例の速さで進められてきた．

　この速さは，人口減少対策の緊要性だけでは説

明できない．政府の本当の狙いは，人口減少対策

を口実とした別のところにあるのではないのか，

と疑わざるを得ない面がある．

　地方創生には，多様かつ重要な論点がある．地

方創生政策は，全国的な人口減少問題から出発し

たが，その政策範囲は，産業と人口の全国土的な

配置構想にまで及んでいる．地方創生政策は，全

国を巻き込んだ「国土構造の改造政策」を担わさ

れ，同時に，自然環境豊かな農林業地域の取り潰

しを含む環境問題にも及んでいる．

　本号の第 2特集は，テーマを「地方創生と国土

環境」とした．地方創生の政策領域は広範囲に及

び，関係する専門分野の研究とともに学際的研究

が必要であるが，本号では，地域の視点からする

国土と環境問題の考察に絞り，農山村，地方都市

および大都市圏から検討することとした．

　1．地方創生の人口政策と「戦争法」

　最初に，国土と環境を根底から揺るがす戦争と

の関わりから入ろう．安倍内閣は，地方創生政策

を急ぐのと並行して，「安全保障法┝(以下，「戦争

法」という．)の成立を強行した．果たして，この

2つの政策に関連があるのか，ないのか．わが国

の将来を左右する極めて重要な問題であるので，

2つの政策の関係性について見ておこう．

　(1)　├戦争法」と憲法 9条の規定

　政府の「戦争法」提出の根拠は，外国からの軍

事的脅威に対して日本が軍事的「抑止力」を持つ

ことの正当性の主張である．この「抑止力」とは，

相手国より勝る武力の保持による威嚇と行使であ

る．安倍総理が頻繁に使う「積極的平和主義」も

同じく，武力による威嚇論である．

　憲法第 9条には，「国権の発動たる戦争と，武

力による威嚇又は武力の行使は，国際紛争を解決

する手段としては，永久にこれを放棄する」と明

確に規定されている．憲法が放棄しているのは戦

争だけではない．「武力による威嚇と行使」即ち

安倍流の「抑止力」も「積極的平和主義」も憲法

で放棄しているのである．したがって，憲法改正

をしない限り，抑止力を法制化する「戦争法」は，

違憲である．

　ところで，「戦争法」が成立させられた今，政

府が地方創生政策と一体にして「戦争準備体制」

を実施する危険性が大きくなった．その先取りと

して考えられるのは，人口政策と「銃後の守り」

の国内態勢の準備である．

　(2)　人口政策と「戦争のできる国」づくり

　日本の政治史上，政府が人口問題を政策課題と

したのは 2回ある．

　1回目は，1941 年 1 月 22 日，「産めよ殖せよ」

をスローガンとした「人口政策確立要綱」の閣議

決定である．要綱は，1960 年に内地の総人口を 1

億人にすることを目標に，10 年間に平柊婚姻年

齢を 3年早め，夫婦の出生数を平柊 5 人にすると

いう計画であった．この年の 12 月 8 日，臨時ニ
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ュースは「帝国陸海軍ハ本 8日未明，西太平洋ニ

オイテ米英軍ト戦闘状態ニ入レリ」だった．この

真珠湾攻撃により，日本は太平洋戦争へと戦線を

拡大していった．

　2回目が，今回の地方創生政策である．

　どちらも，目標人口は，奇しくも同じ「1億

人」である．戦争の準備には，武器・弾薬だけで

なく，人口政策が必要不可欠なのである．戦争を

意図する支配者にとって，兵士は「数」であり，

人格権を持たない「人口数」であれば良いのであ

る．地方創生政策で登場するのも「人口数」であ

って，人間の尊厳も人格権も何ら語られていない．

　もう一点は，国民の末端までを軍隊調に迅速に

掌握，動員する「銃後の守り」である．「拠点都

市」や「小さな拠点」への計画的人口配置が，そ

れに役立つ．「戦争法」だけでは「戦争のできる

国づくり」は完結しないからである．

　地方創生政策に突如登場したのが，「若い世代

の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」という

政策である．この希望をかなえることは，人口減

少対策とは別次元の人権の課題であり，早く解決

すべきである．しかし，これに逆行する労働者派

遣法改定法案が政府から今国会に提出され，議決

された．結局，人間の尊厳も人格の尊重も認めず

に，「人口数」でしかない国民を，どこに住まわ

せて ┣増殖─させるか．このような発想による地

方創生の人口減少対策が戦争法と重なってくる．

　2．人口減少 ┣原因─にみる大都市と地方

　長期ビジョンは，「人口減少時代」の将来見通

しについて，「人口減少は地方から始まり，都市

部へ広がっていく┝2)との認識を示し，だから

「地方への新しいひとの流れをつくる」のだとい

う政策論理になっている．人口減少問題の因果関

係が正確さを欠いているので，正確さを期すため

に補足しておこう．

　参議院調査室作成資料に，人口移動の推移を概

括した次の記述がある．

　├1956 年から 1970 年にかけて三大都市圏への

転入超過数の累計は 820 万人に達しているが，こ

れは戦後の高度経済成長期(神武景気，岩戸景気，

オリンピック景気，いざなぎ景気)の時期に相当

する．また，1980 年代以降の転入超過数の推移

も景気循環と類似した動きを示している┝3)．

　わが国の経済成長は地域間格差を生み，東京へ

の一極集中とその後の人口減少社会の要因をつく

ってきた．歴代政府は，東京に本社を置く大企業

の成長戦略を優先して，地方の過疎化，若年層の

空洞化に対して有効な対策を打たなかった．この

結果である現状を出発点にすれば，地方で，人口

の自然減少率が高いのは当然である．

　地方の人口減少対策は，過疎対策から数えても

既に半世紀近くが経過している．人口減少問題は，

成長政策の下での小手先の対策では解決ができな

い．地方創生政策のサブタイトルは「ローカル・

アベノミクスの実現にむけて」だが，地方を踏み

台にした戦後日本の成長方式の転換なしには，人

口減少を促進させるだけである．残念ながらアベ

ノミクスに，その切り替えの決意は見えない．

　人口減少対策のためには，地方で始まっている

若い世代の移動動向に謙虚に注目すべきである．

人口の地域間移動は，明らかに潮目が変わってき

た．その変化を，次に見よう．

　3．「新しいひとの流れ」はどこに向かってい
るかИЙ高まる「田園回帰」のニーズ

　(1)　地方創生ИЙ ┣新しいひとの流れを

「地方中核都市」に─

　地方創生は，東京一極集中を是正するために，

「地方への新しいひとの流れをつくる」ことを，

方針として打ち出している．この方針は，もとも

と日本創成会議の提案であり，広域ブロック単位

の「地方中核都市」に資源(資金)と政策を集中的

に投入して，消滅へと向かう地方の「踏ん張る」

拠点をつくり，「若者の『流出を食い止め，呼び

込む』機能を再構築する┝4)という構想である．

　広域ブロック単位の地方中核都市の制度上の規

定は必ずしも明確ではないが，総務省は，「第 30

次地方制度調査会答申を踏まえた地方中枢拠点都

市のイメージ」として，「地方圏の指定市，中核

市，特例市，人口 20 万以上の市のうち，昼夜間

人口比率 1以上で圏域を支える都市」として 60
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都市の名前を挙げている．地方創生の「新しいひ

との流れ」の受け入れ先は，この「地方中枢拠点

都市」くらいが候補になる可能性がある．

　しかし，地方の県庁所在都市でも，人口が減少

している都市が多くある．大都市圏の都府県庁所

在都市(さいたま，千葉，横浜，名古屋，大阪，

神戸)と「札・仙・広・福」を除く地方の 37 府県

庁所在都市のうち，2005～2010 年に人口が減少

した都市は 23 都市(青森，盛岡，秋田，山形，福

島，前橋，甲府，新潟，福井，長野，岐阜，静岡，

津，京都，奈良，和歌山，鳥取，松江，山口，徳

島，高知，佐賀，長崎)にのぼる．

　(2)　├ひと」の流れは，「田園回帰」が主流

　地方創生は，連携中枢都市圏や定住自立圏の

「ダム機能」を重視するが，現実の「ひと」の流

れは，連携中枢都市圏に向かうよりも，中山間地

域等に向かう「田園回帰」が主流となっている．

　例えば，「日本一の子育て村構想」を掲げる島

根県邑南町では，2011 年から 3年間に，83 世帯

128 人が移住して，2013 年には社会増が 20 人と

なった．5年間の平柊合計特殊出生率が 2▆2 であ

り，若い年齢層の流入の結果，この町では人口が

増え始めたのである．児童も 21 人増えた．邑南

町の 8つの小学校のうち生徒数が増える小学校が

出はじめた．

　├田園回帰」現象は，独り邑南町だけではなく，

中山間地域で広くみられるようになった．邑南町

の近隣に位置する飯南町，美郷町，旧匹見町(現

益田市匹見町)，吉賀町などを訪れると，Iター

ン，Uターン青年の増加が実感できる．

　例えば，美郷町は，2007 年度から過疎債を使

って「若者定住住宅」の建設を始め，現在 35 戸

(うち建設中 2戸)になっている．若者定住住宅は，

入居資格を 40 歳以下の夫婦で小学生以下の子供

がいる家庭(母子手帳取得者を含む)として，地区

ごとに分散整備されてきた．町は，集落支援員や

地域おこし協力隊を配置して集落・コミュニティ

機能の強化に努めてきた．地域資源の活用として，

山くじら(イノシシ)の肉の産業化を進め，注目さ

れている．

　また，藤山浩・島根県中山間地域研究センター

研究統括監は，旧匹見町(現益田市匹見町)の道川

地区を調査して，次のように述べている．

　├集落ごとに小学生がどこで増えているかの分

布をみると，道川地区では 6集落中，5集落で増

加しています．人口 161 人，高齢化率 47▆2％の

地区です．生徒数 3人だった道川小学校では 14

人に増加しているという事実があります．Iター

ンよりも Uターンのほうが多い．地区全戸が

PTA会員で，神楽でつながり，地区の文化・伝

統が息づく地域です．地区ぐるみで一緒に暮らそ

うという場所に，人びとが帰り始めているので

す┝5)

　旧匹見町は，1970 年の過疎法制定のころから，

全国に知られた過疎の典型地域である．その後も，

人口減少と少子高齢化が長く続いたなかで，今，

新たな「田園回帰」の流れが始まってきたのであ

る．旧匹見町は昔から「わさび」の産地であり，

Iターン者による「わさび」生産の活性化も注目

されている．

　このような若者の「田園回帰」現象は，島根県

に限ったことではなく，全国的に Iターン，Uタ

ーンの流れが強まっており，長野県，岐阜県，鳥

取県，岡山県などで「新しいひとの流れ」が太く

なっている．

　(3)　├心の幸せ」を求めてИЙ島根県海士町

　政府の地方創生の基本戦略は，まず先に，地方

に「しごと」をつくり，次に「ひと」の流れをつ

くる方式である．これは，人口を経済開発の従属

変数とみなす政策論といってよい．

　果たして，現実の動きはどうか．島根県海士町

を見てみよう．海士町は離島の小さな町(人口約

2300 人)だが，最近 10 年間に，Iターン 482 人，

Uターン 314 人，合わせて 796 人の移住者を迎

えている(2014 年 12 月末までの累計)．このうち，

およそ半数が定着している．この結果，2013 年

から総人口が増加に転じた．

　移住者のほとんどが 20～30 歳代の若者であり，

いわゆる一流大学の卒業生や一流企業の若年退職

者も少なくない．彼ら彼女らは，何を求めて島に

移住してきたのか．

　京都大学工学部を卒業し，トヨタ自工の技術開
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発部門で将来を期待されていた阿部裕志さんも，

若くして退職して，海士町に Iターンした一人で

ある．彼は次のように言っている．

　├『海士に僕たちの明るい未来があると直感的に

感じたから』というのが 1番大きな理由です．も

ともと今の社会に対して，人と人，人と自然のか

かわりを見直さなければならないと疑問を抱いて

いました．その矢先に，┤都市部からЁ筆者注┥遠

いからこそ古き良き日本が残っていて，新しい社

会を切り拓いていく努力をしている海士と出会い，

ここだ！と思ったんでしょうね．トヨタ自動車で

生産技術の仕事をしながら『行き過ぎた資本主

義』の限界を感じていた中で，みんながハッピー

になる新しい仕事のあり方・生き方を海士で実践

して，世に問題提起をしたかったのです┝6)．

　山内道雄・海士町長は，「彼らは新しいステー

ジを求めて来たんだと思います．そしてみな，仕

事があったから来たのではなく，仕事をつくりに

来た」と言う．

　このように，海士町への UIターンの動機は，

「経済的豊かさ」ではなく「心の幸せ」である．

若者たちが魅せられるのは，豊かな自然環境，働

き甲斐，ひとの触れ合いがある地域共同社会・コ

モンズの温かさであり，「幸福を実感できる地域

社会」をともにつくる喜びである，といってよい．

　海士町にある県立島前高校も，東京や大阪など

の大都市圏から「島留学」する入学希望者が増え，

入学定員と学級数が増えた．過疎地の高校として

は，まさに ┣奇跡─を生んだのである．現行の

『第四次海士町総合振興計画┫(2009～2018 年)の

テーマは「島の幸福論」である．

　4．「新しいひとの流れ」に逆らう国土改造構
想

　├創生基本方針 2015」は，「地方への新しいひ

との流れをつくる」方針を，次のような「新たな

『圏域』づくり」として政策化している．

　├地方創生の深化のためには，地域の生活経済

実態に即した新たな『圏域』づくりに取り組む必

要がある．この圏域は，『広域圏域』から『集落

生活圏』までを含めた多様なものが考えられる」．

　├『広域圏域』という観点からは，連携中枢都市

圏や定住自立圏の形成等を積極的に推進するとと

もに，今後，広域的な経済振興施策を担う官民連

携組織が形成されることが期待される．また，中

山間地域等においては，『小さな拠点』の形成に

より，一体的な日常生活圏を構成している『集落

生活圏』を維持することが重要となる．┝7)

　要するに，発想は，地方都市も農村も拠点への

機能の集約化であり，拠点を育てて周辺を束ねさ

せるという方式である．

　なかでも，地方創生の力点は，連携中枢都市圏

または定住自立圏づくりに置かれている．計画パ

ターンは，重化学工業化時代の新産業都市建設計

画のような「拠点開発方式」に酷似している．地

方創生は高度成長期とは業種こそ違うが，国の税

財政政策を使って企業を誘致して産業競争力を高

める方法も類似する．この方式は，短期的な視点

からは雇用や経済成長に役立つであろう．しかし，

忘れてならないことは，当時，この開発方式は，

通勤雇用も増やしたが，所得格差のある周辺地域

から労働力を吸引し，周辺農村部での離農や離村，

過疎化を促進する要因となったことである．次世

代以降に受け継ぐ圏域像として望ましいかどうか

を考える必要がある．

　連携中枢都市を核とした「広域圏域」づくりは，

人と人，人と自然のかかわりに問題のある東京大

都市圏のミニ版を全国に拡散することにつながる．

中山間地域等における「小さな拠点」づくりも，

人を農林漁業から遠ざける居住形態を広める危う

さを加速させることになる．

　それらは，地方創生政策の効能書きとは逆に，

今始まっている「田園回帰」に逆行する国土構想

である．

　5．中山間地域等の「小さな拠点」について

　(1)　├小さな拠点」づくりとは何か

　中山間地域等における「集落生活圏」の用語に

明確な定義はないが，推測すれば，次のようにな

ろうか．複数の集落の中には，買い物や社会サー

ビスの提供機能を持つ集落もあれば，持たない集

落もある．その生活サービス機能を広域で利用す
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る複数の集落群が「集落生活圏」のようである．

政策は，生活サービス供給機能を集中させた「小

さな拠点」を新たにつくって，広域の複数集落に

対して生活サービスを提供する構想である．「小

さな拠点」は，合併前の役場の周辺か小中学校近

くの商店(街)のイメージである．

　ところで，全国には，農業集落が 13 万 9176 集

落あるが，全国にいくつの「小さな拠点」がつく

られるのか．小学校区といっても，農村の校区面

積は広いうえ，総務省が全都道府県と市町村に要

請した「公共施設等総合管理計画」の策定によっ

て，小学校の統廃合が進むことになる．そうすれ

ば，「集落生活圏」はさらに広域化する．

　これまでの市町村合併で，新役所・役場を置い

た中心地域と周辺地域との間で，生活サービスの

格差が問題となっている．「小さな拠点」づくり

によって，その格差が一層徹底されることは否定

しがたい．増田寛也元総務相は，昨年 10 月 14 日，

島根で開催されたシンポジウムで，「『小さな拠

点』は幾つか」との会場からの質問に応えて，

「国交省が考えている 5000 箇所では多すぎる」と

発言している．実際に何箇所になるかは，地方版

総合戦略の提出の結果を見て決まるようだが，仮

に 13 万 9176 集落のうち 5000 箇所なら平柊 28 集

落に 1つ，3000 箇所なら平柊 46 集落に 1つの

「小さな拠点」となる．集落間をミニ交通手段で

結ぶというが，高齢者には負担が重い．

　(2)　├小さな拠点」構想の問題点

　├集落生活圏」構想の問題点は，地域社会の再

生よりも，社会サービス提供コストの削減が先行

していることである．

　中山間地域等とは，平野の外縁部から山間地ま

での中山間地域と離島を合わせた概念である．中

山間地域は，国土面積の 73▆0％に及び，林野面

積の 87▆1％，耕地面積の 40▆2％(185 万 ha)を占

める広大な地域である．中山間地域の農業産出額

は全国の 35▆0％(2 兆 8864 億円)を占め，我が国

農業の重要な一翼を担っている(以上の数値は

2010 年現在)．

　また，農業や林業は，自然環境保全機能，国土

保全機能，人格形成・文化・教育機能，保健休養

機能などの「多面的機能」を持っている．その多

面的機能を維持するためには，森林と農地の ┣守

り人─が持続的に維持される必要がある．したが

って，自然環境の保全政策を欠いた，人口減少対

策だけで中山間地域を論じるべきではない．

　政府の地方創生の政策パッケージには，「地域

産業の競争力強化」として，「外国企業の地方へ

の対内直接投資の促進」「農林水産業の成長産業

化」の文字が踊る．アベノミクスや TPP参加を

想定した方針だが，中山間地域には通用しない妄

想だ．なぜなら，中山間地域の集落は山々に隔て

られて散在し，1集落当たりの平柊耕地面積は山

間農業地域で 19 ha，中間農業地域で 29 haと狭

小だからである．ここの農地を，100 ha，200 ha

規模に集約化，大規模化しようとすれば，3～10

集落の全農地を 1人(事業体)で営農する計算にな

る．この規模の農地集約とコスト削減が目標であ

れば，中山間地域の狭小な農地のほとんど全てを

放棄せざるをえない．それは，「農村たたみ」の

道だ．

　6．国土改造構想と ┣政・官・財の同床異夢─

　前述したように，「創生基本方針 2015」の「新

たな『圏域』づくり」には，「連携中枢都市圏や

定住自立圏」の形成と，中山間地域等における

「小さな拠点」の形成が方針化されている．これ

を実施するには，地方の都市構造を改造し農村構

造も変える，大規模なハードとソフトの事業が必

要となる．2016 年度概算要求における創生関連

事項は 211 事項，担当は 11 府省庁にまたがる．

　(1)　分野別のタテ割り事業方式

　地方創生の政策の柱は，雇用の創出，地方への

人口移動，結婚・出産・子育て，および圏域形

成・地域連携の 4分野とされている．地方版総合

戦略では，「一定のまとまりの政策分野ごとに，

戦略の基本目標を設定」するようにガイドされて

いる．戦略の基本目標を「政策分野ごと」に分け

て設定するとは奇妙な方式だが，この方式は，政

策分野間のヨコの関連を見えにくくし，府省庁ご

との事業執行には適している．つまり，タテ割り

行政に好都合な政策立案・執行方式である．
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　地方創生政策を評して，「政・官・財の同床異

夢」だと批判したのは，片山善博・元総務相であ

る8)．何が同床異夢かというと，片山氏によると，

①旧建設省の建築系・都市工学系官僚とその業界

への天下り OBはコンパクトシティを期待し，②

旧建設省の土木系と旧運輸省系官僚は，地方中枢

都市への集中化や連携政策によって需要が大きく

なる都市中心部と周辺を結ぶ道路・鉄道ネットの

拡大を期待し，③総務省の思惑は，失敗した平成

の大合併後の「広域化」を期待し，④財務省は，

施策と財政の選択と集中による財務省視点の財政

効率化への思惑，⑤厚生労働省は，人口問題によ

って政府内でのプレゼンスを高めたい思惑など，

府省庁それぞれの「省益」や「思惑」が集まった

のが地方創生政策だという指摘である．府省庁ご

との事業には，いわゆる族議員と財界が群がって

いる．個別政策分野ごとの戦略の基本的目標・基

本的方向設定という方式は，「政・官・財の同床

異夢」にとっては好都合なのである．

　(2)　東日本大震災の復興と地方創生モデル

　実は，この方式には前例がある．それは，東日

本大震災の復興事業である．2011 年 3 月 11 日の

震災発生と福島第一原子力発電所のメルトダウン

以降の，復興事業の 4年間をまとめてみると，国

の府省庁事業は，直轄国道，鉄道，港湾の復興を

91％～99％完了させ，地元に賛否両論がある防

潮堤や高台移転に熱心である．その一方では，災

害公営住宅供給 28▆6％，民間宅地供給の見込み

18▆8％と低く，まちづくりやコミュニティ機能の

回復が遅れ，4年経った時点で，8▆5 万人以上が

応急仮設住宅に暮らし，22 万人が避難している．

　本来の目的であるはずの被災者の生活と生業の

復興が遅れたままでの，タテ割り型の府省庁事業

の推進であった．復興庁が 4年間の復興事業をま

とめた文書には，個別事業の進捗状況はあるが，

それと被災者の生活と生業の復興とを総合したア

ウトカム，総括がない．

　5年間の「集中復興期間」は今年度で終わり，

次の「復興・創生期間┝(2016～2020 年度)に移行

する．なぜか，ここに「創生」の 2文字が入れら

れた．安倍総理の指示は，「新たなステージにお

いて，地方創生のモデルとなるような復興を目指

す」である．震災復興型モデルの地方創生では，

国民の生活と経済活動が潰されてしまう9)．

　まとめにかえて

　地方創生で，国土と環境に直接関わる政策は，

「新たな『圏域』づくり」である．政策の力点が

置かれているのは連携中枢都市圏の形成であり，

中山間地域等の「小さな拠点」への機能集約であ

る．その問題点については上述したが，規制を緩

和し，外国企業の地方直接投資を促進するアベノ

ミクスと組んで，「圏域」の選別と淘汰が始まり，

自然環境の浪費と破壊が大規模に進むことが危惧

される．この流れを転換するには，┣誰もが幸福

を実感できる質の高い地域社会─づくりの展望を

持ち，今はじまっている「田園回帰」の流れを太

く，強くする地方自治体の営みに期待したい．

(ほぼ たけひこ)
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